
証券コード　3934
2021年６月２日

株　主　各　位
大阪市中央区道修町一丁目５番18号

株式会社ベネフィットジャパン
代表取締役社長 佐 久 間 　 寛

１．日 時 2021年６月23日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区北浜１丁目８番16号

大阪証券取引所ビル３Ｆ　北浜フォーラム　Ｂ・Ｃ室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第25期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並
びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第25期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

第25回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第25回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　近時、日本政府による緊急事態宣言など、新型コロナウイルス感染拡大防止のため政府や都道府県

知事から外出自粛が強く要請される事態に至っております。この事態を受け、慎重に検討いたしまし

た結果、本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施させていただいたうえで、開催させて

いただくことといたしました。

　株主の皆様におかれましては、外出自粛が強く要請されている状況にも鑑み、感染拡大防止の観点

から、本株主総会につきましては、極力、書面またはインターネットにより事前の議決権行使をいた

だき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただくよう強くお願い申し

あげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ以下のいずれかの方法によって議決権を行使
してくださいますようお願い申しあげます。
　[書面による議決権行使の場合]
　 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月22日（火曜日）午後
６時までに到着するようご返送ください。
　[インターネットによる議決権行使の場合]
　 当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画面の
案内にしたがって、2021年６月22日（火曜日）午後６時までに、議案に対する賛否をご入力くださ
い。
　 なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、３頁の「インターネットによる議決権
行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件
第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件
第７号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付

株式の付与のための報酬等決定の件
４．議決権行使についてのご案内

（1）議決権行使書面において、各議案に対する表示がない場合は、賛成の意思表示を
されたものとしてお取扱いいたします。

（2）議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、到
着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取扱い
いたします。

（3）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決
権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

昨年から、株主総会ご出席の株主様へのお土産は、とりやめさせていただいております。
何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

＜株主様へのお願い＞
・株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を更
新する場合がございます。
インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.benefitjapan.co.jp/）より、発信情
報をご確認くださいますよう、併せてお願い申しあげます。
・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。（ご来場の株主様は、マス
クの持参・着用をお願い申しあげます）

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め体調を確認しマスク着用で応対させていただきます。

・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮する観点から、議場に
おける報告事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様に
おかれましては、事前に招集通知にお目通しいただきますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.benefitjapan.co.jp/）に
掲載させていただきます。
　当社は、本招集ご通知に添付すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注
記表として表示すべき事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.benefitjapan.co.jp/）に掲載しておりますので、
本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、会計監査人及び監査役が監査した連結計算
書類及び計算書類には、当社ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表も含まれており
ます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

　インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよう
お願い申しあげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて
　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いた
だくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２. 議決権行使の方法について
（１）パソコンをご利用の方

　上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内にしたがって議案に対する賛否をご入力く
ださい。

（２）スマートフォンをご利用の方

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログイ

ンQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が

入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコードを読み取
り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必
要があります。

３. 議決権行使のお取扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2021年６月22日（火曜日）午後６時までとなっておりますので、お早め

の行使をお願いいたします。
（２）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わずインタ

ーネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットに
よって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお
取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金
等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用でき
ない場合があります。

４. パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
（１）パスワードは、行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印

鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の

場合は、画面の案内にしたがってお手続きください。
（３）議決権行使書に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。
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５. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
（１）本サイトで議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせ

ください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
[電話]　0120（652）031（受付時間　9：00～21：00）

（２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。
ア. 証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせください。
イ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行部
[電話]　0120（782）031（受付時間　9：00～17：00　土日休日を除く）
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( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」とい

います。）の再拡大に伴い、個人消費の回復は足踏みし、雇用情勢については依然として弱い

動きとなっており、今後の先行きは極めて不透明な状況となっております。

このような状況の中、当社グループは、対面での販売活動は感染症拡大前の水準には戻って

いないものの、ＷＥＢ販路の代理店の販売数が大幅に増加したことで会員数を伸ばすことがで

き、ストック収入が大きく増加しました。また、モバイルＷｉ-Ｆｉのレンタル事業において、

テレワーク導入企業やオンライン授業を導入する学校関係からの申込により利用者が大きく拡

大しました。

その結果、当連結会計年度の経営成績は売上高9,945,117千円（前年同期比29.1％増）、営業

利益1,280,797千円（同13.9％増）、経常利益1,308,424千円（同17.0％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益912,451千円（同21.8％増）となりました。

（ＭＶＮＯ事業）

当社は、「ＯＮＬＹＭｏｂｉｌｅ」、「Ｏｎｌｙ Ｃｕｓｔｏｍｉｚｅ Ｐｌａｎ」（注

１）、モバイルＷｉ-Ｆｉのレンタル事業（ＮＥＴＡＧＥ）やＭＶＮＥ（注２）事業を総称した

モバイルＷｉ-Ｆｉ事業及びコミュニケーションロボットとＳＩＭカードをパッケージ化した

「ＯＮＬＹＲＯＢＯ」を中心としたコミュニケーションロボット事業を行っております。ま

た、それらの付帯サービスとして、インターネットオプションサービスやコンテンツ等の「Ｏ

ＮＬＹＯＰＴＩＯＮ」の提供を行っております。

モバイルＷｉ-Ｆｉ事業につきまして、感染症拡大により、対面での販売活動は2020年４月か

ら５月の緊急事態宣言中は活動を自粛しました。活動再開後も商業施設の一部において催事活

動の休止が継続しており、ソーシャルディスタンス確保等の感染症対策を実施していることも

あり、生産性は感染症拡大前の水準を下回る結果となりました。一方で、テレワーク等の需要

をＷＥＢからの申込みによる取り込みやＹｏｕＴｕｂｅｒとのコラボ企画である「地球ＷｉＦ

ｉ」、専用ホームキットと組み合わせることで固定回線の代わりとして利用することができる

モバイルＷｉ-Ｆｉを導入したこと、法人の大型契約により新規会員数を大きく伸ばすことがで
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2021年3月末 2020年3月末 前年同月比

ＯＮＬＹＳＥＲＶＩＣＥ総会員数 151,100人 117,300人 28.9％増

モバイルＷｉ-Ｆｉ 119,600人 87,800人 36.2％増

コミュニケーションロボ

ット
11,700人 8,600人 36.1％増

ＯＮＬＹＯＰＴＩＯＮ

（※）

72,300人
(19,700人)

59,300人
(20,800人)

21.9％増

きました。なお、第４四半期にて実施した法人の大型契約は、販売手数料等の一過性である費

用が先行する事となった為に収益を下げることとなりました。その結果、モバイルＷｉ-Ｆｉの

会員数は前年同月比36.2％増加し、ストック収入は大きく増加いたしました。また、モバイル

Ｗｉ-Ｆｉのレンタル事業において、テレワーク導入企業やオンライン授業を導入する学校関係

からの申込により、前期に比べ利用者が大きく増え、現時点においても高水準を維持しており

ます。

コミュニケーションロボット事業につきまして、モバイルＷｉ－Ｆｉ事業同様に緊急事態宣

言中は、活動を自粛しましたが、テレビなどのメディアで取り上げられる機会が増えた事で、

認知度が向上し、生産性の水準は落とさず、販売スタッフ数が増加したことで販売数は前年同

期を上回りました。また、当連結会計年度より開始した「ロボホンＰｒｉｍｅ」は、会員価格

でのアクセサリー等の購入やロボホンの操作サポート等、いくつかの特典がセットになってお

り、顧客の長期利用及び満足度向上に繋がるサービスとして数多くの顧客にご利用していただ

いております。

以上のことから、当連結会計年度末におけるＯＮＬＹＳＥＲＶＩＣＥの会員数は以下の通り

となりました。

（※）（ ）内の人数については当社のＯＮＬＹＯＰＴＩＯＮのみを利用されている会員数となります。

その結果、売上高9,358,929千円（前年同期比33.0％増）、営業利益1,525,049千円（同

16.7％増）となりました。
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セ グ メ ン ト 区 分

第 25 期
（2021年３月期）
（当連結会計年度）

金 額 構 成 比

Ｍ Ｖ Ｎ Ｏ 事 業 9,358,929千円 94.1％

そ の 他 586,188 5.9

合 計 9,945,117 100.0

（その他）
その他については、主に天然水宅配事業とハウスベンダー事業を行っております。天然水宅

配事業につきましては、営業活動を縮小しているため保有顧客数が減少し、売上高、営業利益
とも減少いたしました。また、ハウスベンダー事業につきましても、売上高、営業利益とも減
少しております。
その結果、売上高586,188千円（前年同期比11.5％減）、営業利益120,664千円（同17.3％

減）となりました。

（注１）「Ｏｎｌｙ Ｃｕｓｔｏｍｉｚｅ Ｐｌａｎ」とは、当社傘下代理店が企画したサービスや価格を反映し、代理店の
オリジナルブランドのサービスとして顧客に回線提供を行うプランであります。

（注２）ＭＶＮＥとは、大手キャリアより回線を借り受けて、ＭＶＮＯに回線を卸す事業者のことであります。

セグメント別売上高

② 設備投資の状況
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行7行と総額2,700,000千円の当

座貸越契約を締結しており、当連結会計年度末における借入未実行残高は900,000千円であり
ます。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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区 分
第 22 期

(2018年３月期)
第 23 期

(2019年３月期)
第 24 期

(2020年３月期)

第 25 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) 5,172,691 6,192,894 7,701,280 9,945,117

経 常 利 益(千円) 739,235 843,303 1,118,579 1,308,424

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 509,909 584,996 749,025 912,451

１株当たり当期純利益 (円) 86.97 99.28 127.05 154.34

総 資 産(千円) 4,249,171 5,423,932 7,686,898 8,707,491

純 資 産(千円) 2,970,011 3,513,434 4,216,294 5,108,197

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 505.13 596.06 714.70 863.16

区 分
第 22 期

(2018年３月期)
第 23 期

(2019年３月期)
第 24 期

(2020年３月期)

第 25 期
(当事業年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) 4,735,362 5,840,595 6,982,715 8,319,576

経 常 利 益(千円) 641,897 751,525 1,055,041 1,038,458

当 期 純 利 益(千円) 435,212 523,530 747,694 780,674

１株当たり当期純利益 (円) 74.23 88.84 126.83 132.05

総 資 産(千円) 4,203,765 5,400,419 7,536,507 8,216,802

純 資 産(千円) 2,941,470 3,423,427 4,124,956 4,885,082

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 500.28 580.79 699.22 825.46

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

－ 8 －



会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ライフスタイル
ウ ォ ー タ ー

90,000千円 100％ 天然水宅配販売

株式会社モバイル・プラ
ン ニ ン グ

10,000千円 100％ モバイルＷｉ－Ｆｉのレンタル事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）イープレイス株式会社は、2020年12月24日付で解散し、2021年３月１日付で清算結了しております。

(4) 対処すべき課題

今後の見通しとして、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット、５Ｇなどが登場し、我々のライフスタイルは

大きな変革期を迎えようとしており、また、世の中全体がアフターデジタルへと進んでいくこと

でますますリアル社会とネット社会がシームレスになっていくことが予測されます。

このような状況のなか、2022年３月期は、中期経営計画「Ｃｏｎｎｅｃｔｉｎｇ　ｔｏ　ｔｈ

ｅ　Ｆｕｔｕｒｅ」の初年度として、当該計画の目標達成に向けた諸施策に取り組んでまいりま

す。

最重要課題は、モバイルＷｉ－Ｆｉ事業以外にロボット事業を柱とする事および継続収入増加

による安定経営を実施することであると認識しております。

これらの課題につきましては、以下の事項に重点的に取り組みます。

①　ロボット事業の基幹事業化に向けた経営資源の重点配分

「新しい家族に出逢える」をコンセプトとした「Ｒｏｂｏｔ　Ｐｌａｎｅｔ」のショップ

オープンおよびプラットフォームとしてのロボット総合サイト構築により、ブランディング

強化を図るとともにロボット事業への営業人員大幅増加、代理店展開を進めてまいります。

②　モバイルＷｉ－Ｆｉ事業で安定した成長を目指すための事業モデルの構築

大手の行き届かない消費者の利用目的にフォーカスしたインターネットサービスを展開す

ることでモバイルＷｉ－Ｆｉ事業の安定的成長を目指してまいります。

③　各事業の成長を加速させるためのＣＲＭ分野の基盤強化

ＣＲＭ本部を創設し、顧客との良好な関係を構築するためのマネジメント体制を強化して

まいります。

これらの取り組みを通して、広く社会から支持され、持続可能な成長を実現できる様、グルー

プ業績目標として、2024年３月期に連結売上高180億円、連結経常利益20億円、契約回線数26万

回線を目指してまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

Ｍ Ｖ Ｎ Ｏ 事 業
モバイルデータ通信サービス、コミュニケーションロボットの販売、イ
ンターネットオプションサービス及びコンテンツの提供、モバイルＷｉ
－Ｆｉのレンタル事業

そ の 他 天然水宅配サービス、ハウスベンダー事業

(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 大阪府大阪市

東 京 事 業 所 東京都品川区

大 阪 事 業 所 大阪府大阪市

名 称 所 在 地

株式会社ライフスタイルウォーター 大阪府大阪市

株式会社モバイル・プランニング 東京都中央区

(6) 主要な事業所（2021年３月31日現在）

① 当社

② 子会社
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セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

Ｍ Ｖ Ｎ Ｏ 187 （　28）名 44 （　３）名

そ の 他 ２ （　５） △１ （△１）

全 社 （ 共 通 ） 13 （　４） ２ （　２）

合 計 202 （　37） 45 （　４）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

185（28）名 42名増（７名増） 29.5歳 4.7年

(7) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パー

ト及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 556,006千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 448,994

株 式 会 社 紀 陽 銀 行 300,000

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 300,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 205,000

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 100,000

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 100,000

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 20,000,000株

② 発行済株式の総数 5,918,411株（うち自己株式399株）

③ 株主数 2,230名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

佐 久 間 　 　 　 寛 1,406,500　株 23.77％

有 限 会 社 サ ク マ ジ ャ パ ン 1,221,000 20.63

光 通 信 株 式 会 社 586,400 9.91

株 式 会 社 U H P a r t n e r s 2 583,800 9.86

株 式 会 社 U H P a r t n e r s 3 548,800 9.27

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 284,300 4.80

吉 　 本 　 正 　 人 74,681 1.26

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 54,900 0.93

BNY　GCM　CLIENT　ACCOUNT　JPRD　AC　ISG 49,700 0.84

佐 久 間 　 範 　 子 45,000 0.76

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2021年３月31日現在）

（注）１.新株予約権の行使による新株発行に伴い、発行済株式の総数は900株増加しておりま

す。

（注）２.取締役（社外取締役を除く）３名及び従業員に対して譲渡制限付株式報酬として2020

年７月22日付で新株式17,792株を発行したことに伴い、発行済株式の総数は17,792株

増加しております。

④ 大株主の状況（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（399株）を控除して計算しております。
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株 式 数 交 付 対 象 者

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 8,780　株 ３名

社 外 取 締 役 -　株 -　名

監 査 役 -　株 -　名

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．（3）⑤取締役及び監査役の報酬等」（18頁）に

記載しております。
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第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2014年７月15日 2015年３月17日

新 株 予 約 権 の 数 8,750個 10,800個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 26,250株
(新株予約権１個につき ３株)
　

普通株式 32,400株
(新株予約権１個につき ３株)
　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 600円
(１株当たり 200円)

　

新株予約権１個当たり 600円
(１株当たり 200円)

　

権 利 行 使 期 間
2016年７月23日から
2024年６月22日まで

2017年３月18日から
2025年３月16日まで

行 使 の 条 件 （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 3,500個
目的となる株式数 10,500株
保有者数 １名
　

新株予約権の数 1,200個
目的となる株式数 3,600株
保有者数 ２名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

監 査 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）１. 2017年７月１日付で行った１株を３株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の種類
と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

２. 行使の条件は、以下のとおりであります。
(1)新株予約権者は権利行使時において、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の

地位にあることを要す。ただし、取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、または従業員
が定年により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認め
た場合はこの限りではない。

(2)新株予約権の相続はこれを認めない。
(3)その他権利行使の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
(4)譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 佐 久 間 　 　 　 寛
株式会社ライフスタイルウォーター代表取締役
社長
株式会社モバイル・プランニング取締役

常 務 取 締 役 吉 本 正 人
営業本部長兼東日本事業部長
株式会社モバイル・プランニング取締役

取 締 役 松 下 正 則
管理本部長兼総務部長
株式会社ライフスタイルウォーター取締役
株式会社モバイル・プランニング取締役

取 締 役 長 谷 川 　 直 　 文
営業本部西日本事業部長
株式会社ライフスタイルウォーター取締役

取 締 役 吉 田 憲 正

常 勤 監 査 役 竹 井 一 茂
株式会社ライフスタイルウォーター監査役
株式会社モバイル・プランニング監査役

監 査 役 平 野 惠 稔
弁護士法人大江橋法律事務所　パートナー
株式会社パルグループホールディングス　社外
監査役

監 査 役 三 嶋 政 美
税理士法人ＣＲＯＳＳＲＯＡＤ　代表社員
株式会社ダイレクトマーケティングミックス　
社外取締役

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

（注）１. 取締役吉田憲正氏は、社外取締役であります。

２. 監査役平野惠稔氏及び三嶋政美氏は、社外監査役であります。

３. 監査役三嶋政美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

４. 当社は、取締役吉田憲正氏、監査役平野惠稔氏及び三嶋政美氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限

度としております。

③ 補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

④ 取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年2月18日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の

決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合しており、当該決定方針に沿う

ものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

a．基本方針

当社の取締役の報酬限度額は、2015年11月18日開催の臨時株主総会において、年額

300,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただい

ており、同決議日時点の取締役の員数は４名です。

また、上記報酬限度額とは別枠で、譲渡制限付株式の付与のための報酬限度額は、年額

30,000千円以内とする旨を2018年6月26日開催の第22回定時株主総会において決議いただいて

おり、同決議日時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は４名です。

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能

するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を

踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報

酬等により構成し、社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うことと

しております。

b．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期ま

たは条件決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて当社の業績、従業
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員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定することとしております。

c．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件決定に関する方針を含む。）

　　（１）業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績指標を反

映した現金報酬とし、各事業年度の開示計画における連結経常利益に到達していることを

前提に、各職責・業績への貢献度等を踏まえたうえで、毎年、一定の額を一定の時期に支

給することとしております。

また、業績指標として連結経常利益を選定した理由は、各事業年度利益計画に掲げてい

る指標と整合しているためであります。なお、当事業年度における業績指標の目標は

1,263百万円であり、実績は1,308百万円となりました。

　　（２）非金銭報酬等は、当社の企業価値の持続的な向上を図るため、業績指標を反映した譲渡

制限付株式とし、各事業年度の開示計画における連結経常利益に到達していることを前提

に、各職責・業績への貢献度等を踏まえたうえで、その額に応じた株式数を一定の時期に

支給することとしております。

d．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等に

対する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、役位・職責等に応じて業績連動報酬のウェイトを

決定することとしております。

e．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長の佐久間寛がその具体

的内容について委任を受けるものとし、経営内容、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合

的に勘案して、個人別の基本報酬の具体的な額を、並びに単年度の業績等に応じて業績連動

報酬等の支給の有無及び具体的な額を決定する権限を有するものとします。

なお、代表取締役社長に委任した理由は、当社を取巻く環境、経営状況等を当社において

最も熟知し、総合的に取締役の報酬額を決定できると判断したためであります。

なお、非金銭報酬等である株式報酬は、取締役会で取締役の個人別の割当株式数を決議す

ることとしております。
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区　　分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）固定報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（うち社外取締役）

90,820

(3,600)

75,255

(3,600)

13,000

(－)

2,564

(－)

５

（１）

監　査　役

（うち社外監査役）

10,200

(4,800)

10,200

(4,800)

－

(－)

－

(－)

３

（２）

合　　　計

（うち社外役員）

101,020

(8,400)

85,455

(8,400)

13,000

(－)

2,564

(－)

８

（３）

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２. 上記のほか、使用人兼務取締役（３名）の使用人分給与（賞与を含む。）を22,344千円支払っており

ます。

３. 業績連動報酬等に係る業績指標は、当社グループにおける連結経常利益としております。

４. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内容の決定に関

する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「２．(1)⑤当事業年度中

に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。

５. 取締役の報酬限度額は、2015年11月18日開催の臨時株主総会において、年額300,000千円以内（ただ

し、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいており、同決議日時点の取締

役の員数は４名です。

６. 監査役の報酬限度額は、1999年５月25日開催の第３回定時株主総会において、年額30,000千円以内と

決議いただいており、同決議日時点の監査役の員数は２名です。

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役吉田憲正氏は、他の法人等の重要な兼職は行っておりません。

・監査役平野惠稔氏は、当社が顧問契約している弁護士法人大江橋法律事務所のパートナー

でありますが、当社の顧問業務には一切関与しておりません。また、株式会社パルグルー

プホールディングス社外監査役でありますが当社と兼職先との間には特別の関係はありま

せん。

・監査役三嶋政美氏は、税理士法人ＣＲＯＳＳＲＯＡＤ代表社員、株式会社ダイレクトマー

ケティングミックス社外取締役でありますが、当社と兼職先との間には特別の関係はあり

ません。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 吉 田 憲 正

当事業年度に開催された取締役会16回のうち全てに出席いたしました。

主に他社の代表取締役または取締役を歴任し培われた企業経営者としての見

地から、取締役会では当該視点から積極的に意見を述べており、企業経営に

ついて専門的な立場から監督・助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正

性を確保するための適切な役割を果たしております。

監査役 平 野 惠 稔

当事業年度に開催された取締役会16回のうち全てに出席、監査役会12回のう

ち全てに出席し、法律の専門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っ

ております。

監査役 三 嶋 政 美

当事業年度に開催された取締役会16回のうち全てに出席、監査役会12回のう

ち全てに出席し、会計の専門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っ

ております。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

－ 19 －



報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,600千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

16,600千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称　太陽有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監

査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、検討

した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項に定める同意を行っております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断した場合は、監査役全員の同意に

基づき監査役会が会計監査人を解任する方針です。また、そのほか会計監査人が職務を適切に

遂行することが困難であると認められる場合、または監査の適正性をより高めるために変更が

妥当であると判断される場合には、監査役会は会計監査人を再任しないことに関する議案の内

容を決定します。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

① 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a．取締役及び使用人は、「BJグループ行動規範」を率先垂範するとともに当社グループに

おける企業倫理の確立、法令、定款及び社内規程の遵守に努める。

b．当社は、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関わる重要決定事項の

通達、実務上の課題の洗い出しならびに問題点の検討を行うとともに、日常的な啓蒙活動

や研修等を通じて、全社的な「BJグループ行動規範」の徹底を推進する。

c．法令・定款等に違反する、あるいは疑義のある行為等を発見したときは、直接通報・相

談を受ける体制として内部通報窓口を設置し、内部通報制度の実効を図る。通報・相談を

受けた内部通報窓口担当者は直ちに内容を調査するとともにコンプライアンス委員会に報

告するものとする。コンプライアンス委員会は再発防止策を検討し、全社的に再発防止策

を実施させる。

d．当社は、反社会的勢力との関係を遮断するとともに、顧問弁護士や所轄警察署等の社外

専門組織と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度で対応する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a．情報の不正使用及び漏洩の防止を徹底すべく、「情報管理規程」に基づき、効果的な情

報セキュリティ対策を推進する。

b．取締役は、重要な文書等の情報を法令ならびに「文書管理規程」及びそれに関連する各

規程及びマニュアルに従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に適切に記録又

は保存管理し、取締役・監査役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a．リスク管理は、「リスク管理規程」に基づき、効果的かつ総合的に実施する。

b．当社はリスクマネジメント委員会を設置し、リスク管理に関する重要な事項を審議する

とともに、当社グループのリスク管理の実施について監督する。

c．事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを

選定したうえで、具体的な対応方針および対策を決定し、適切にリスク管理を実施する。

d．経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から特に重要なものについ

ては取締役会において報告する。
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ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a．取締役会を取締役の業務執行状況を監督する機関と位置づけ、原則として毎月１回以上

開催するほか、必要に応じて臨時に開催する。

b．取締役会は、当社グループの中期経営計画ならびに年間予算を決定し、その執行状況を

監督する。

c．迅速かつ的確な経営判断を補完する機関として、経営会議を毎月１回以上開催するほ

か、必要に応じて臨時に開催し、経営課題の検討および報告を行う。

ホ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

a．子会社における業務の適正を確保するため、当社グループ全てに適用する行動指針とし

て、「BJグループ行動規範」を定め、グループ企業各社が当該指針に則った企業運営、コ

ンプライアンスを徹底した企業活動を行うよう指導するとともに、各社における諸規程の

整備を支援する。

b．当社は、子会社の効率的な業務運営の確保と適切な監督により、その健全な成長を支援

することを目的として、当社グループ共通の「関係会社管理規程」に基づき、当社への決

裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行う

ものとする。

c．監査役は、網羅的観点からモニタリング及び監査を実施し、改善を促すとともに、その

結果を当社グループ各社に報告する。

ヘ．財務報告の信頼性を確保するための体制

a．当社は、信頼性のある財務報告を作成し、その適正性を確保するため、「財務報告に係

る内部統制の評価及び監査の基準、同実施基準」に則り、内部統制システムを整備・運用

する。

b．当社グループは、内部統制システムが適正に機能していることを常に評価し、不備があ

れば、必要な是正を行い、改善を図る。

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

取締役は、監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人として適切な人材を

配置し、当該使用人の取締役からの独立性確保に努めることとする。
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チ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体

制

a．監査役は、取締役会及び経営会議に出席し、代表取締役および業務執行担当取締役より

業務執行状況の報告を受ける。

b．監査役の職務の効果的な遂行のため、取締役または使用人は、監査役会に対して法定の

事項に加え、当社グループに事業運営上、重大な影響を及ぼす事項ならびに業務執行の状

況について報告する。

c．取締役及び使用人は、監査役が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う

場合、迅速かつ的確に対応することとする。

d．取締役は、「内部通報規程」を定め、その適切な運用を維持することにより、法令違反

その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保する。当該

規程には、通報をした従業員等が通報を理由に不利益な取扱いを受けることがない旨を、

その内容に含めるものとする。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a．監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査室とそれぞれ定期的または随時に意見

交換を実施する。

b．監査役は、監査の実施にあたり、必要に応じて独自に外部の専門家の助言を受けること

ができる。

c．監査役の職務の執行について生ずる費用に関しては、各監査役の請求に基づき当社の負

担により精算するものとする。
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② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、

以下の具体的な取り組みを行っております。

イ．当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するために「BJグループ行動規範」を定

めるとともに全役職員に周知徹底を図っております。

ロ．当社は、コンプライアンス意識の向上として、使用人に対して年１回以上コンプライアン

ス研修を実施、コンプライアンス委員会を四半期に一度開催し、当社に関連する法令遵守に

ついての認識強化、関連法令の改正があった場合についてはその改正点の確認を実施し、さ

らなる法令遵守の認識を深めております。業務上の課題の洗い出しや問題点の検討、審議し

た結果について部門責任者へ通達し、改善に向けた取り組み内容について、部門責任者から

報告を受け、取り組み内容の進捗確認を実施しております。

また、当社は不正行為等の防止、早期発見及び是正のための内部通報制度を設けておりま

す。

ハ．当社は、当社グループの企業活動に関連する様々なリスクに対処するため、リスクマネジ

メント委員会を年２回、上期と下期にそれぞれ開催し、事業環境の変化、関係法令の改正等

を踏まえた当社全体に関わるリスクを把握・評価し当社グループ全体のリスク管理を行って

おります。

ニ．取締役は、取締役会において適時適切な報告を受けることで、迅速かつ適正な意思決定を

行っております。意思決定及び報告については、「取締役会規則」に基づいて実施し、取締

役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づいて、作成、保存、管理及

び廃棄を行っております。

ホ．社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席及び常勤監査役による経営会議その他の重

要会議への出席を通じて、内部統制の構築及び運用状況を確認しております。また、会計監

査人、内部監査室、取締役と定期的に情報・意見の交換を行い監査の実効性を高めておりま

す。

へ．内部監査室は、内部監査計画に基づき当社グループの内部統制の整備・評価を実施し、そ

の結果を代表取締役社長へ報告、必要に応じ、監査役と連携を図り改善策の指導・支援を実

施しております。

ト．反社会的勢力の要求に対しては断固たる姿勢を持って取り組む体制を整備し、契約書等へ

の反社会的勢力排除条項の記載を継続しております。

チ．当社は当事業年度において、代表取締役社長含む全役職員を対象として、インサイダー取

引防止のための社内研修を実施し、コンプライアンスに対する意識の向上にも努めておりま

す。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

割 賦 売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

8,030,916

1,415,039

1,098,415

5,418,650

276,851

39,245

△217,285

676,574

50,202

31,730

16,426

2,046

309,811

255,903

53,907

316,560

8,000

44,826

127,329

208,321

△71,915
　

流 動 負 債 3,425,208

支払手形及び買掛金 237,863

短 期 借 入 金 1,800,000

１年内返済予定の長期借入金 60,000

リ ー ス 債 務 482

未 払 金 812,751

未 払 法 人 税 等 221,939

賞 与 引 当 金 78,962

役 員 賞 与 引 当 金 13,000

株 主 優 待 引 当 金 1,508

そ の 他 198,700

固 定 負 債 174,085

長 期 借 入 金 150,000

リ ー ス 債 務 1,767

資 産 除 去 債 務 22,318

負 債 合 計 3,599,294

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,108,197

資 本 金 625,721

資 本 剰 余 金 249,102

利 益 剰 余 金 4,233,822

自 己 株 式 △449

純 資 産 合 計 5,108,197

資 産 合 計 8,707,491 負 債 純 資 産 合 計 8,707,491

連 結 貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －



( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 9,945,117

売 上 原 価 4,320,258

売 上 総 利 益 5,624,859

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,344,061

営 業 利 益 1,280,797

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 63

雇 用 調 整 助 成 金 27,376

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,582

受 取 手 数 料 3,441

そ の 他 3,125 35,589

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,210

リ ー ス 解 約 損 1,750

そ の 他 1 7,961

経 常 利 益 1,308,424

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,308,424

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 397,692

法 人 税 等 調 整 額 △1,719 395,973

当 期 純 利 益 912,451

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

912,451

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

株 主 資 本
純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 612,359 235,739 3,368,566 △370 4,216,294 4,216,294

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △47,194 △47,194 △47,194

親会社株主に帰属する当期純利益 912,451 912,451 912,451

新 株 の 発 行 13,272 13,272 26,545 26,545

新株の発行（新株
予 約 権 の 行 使 ）

90 90 180 180

自 己 株 式 の 取 得 △79 △79 △79

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

－ －

当連結会計年度変動額合計 13,362 13,362 865,256 △79 891,902 891,902

当連結会計年度末残高 625,721 249,102 4,233,822 △449 5,108,197 5,108,197

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

割 賦 売 掛 金

商 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金
　

7,240,167

858,615

14,108

857,918

5,418,650

276,851

15,266

9,470

△210,712

976,634

47,869

30,744

15,078

2,046

31,318

31,318

897,447

5,000

602,200

44,826

23,913

108,820

45,302

112,201

25,876

△70,692
　

（負　債　の　部）

流 動 負 債 3,179,952

支 払 手 形 137

買 掛 金 143,287

短 期 借 入 金 1,800,000

１年内返済予定の長期借入金 60,000

1年内返済予定の関係会社長期借入金 100,000

未 払 金 781,973

未 払 費 用 18,527

預 り 金 20,251

賞 与 引 当 金 69,451

役 員 賞 与 引 当 金 13,000

リ ー ス 債 務 482

未 払 法 人 税 等 118,154

株 主 優 待 引 当 金 1,508

そ の 他 53,177

固 定 負 債 151,767

リ ー ス 債 務 1,767

長 期 借 入 金 150,000

負 債 合 計 3,331,720

（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 4,885,082

資 本 金 625,721

資 本 剰 余 金 249,102

資 本 準 備 金 249,102

利 益 剰 余 金 4,010,708

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,010,708

繰 越 利 益 剰 余 金 4,010,708

自 己 株 式 △449

純 資 産 合 計 4,885,082

資 産 合 計 8,216,802 負 債 純 資 産 合 計 8,216,802

貸　借　対　照　表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

科 目 金 額

売 上 高 8,319,576

売 上 原 価 3,484,307

売 上 総 利 益 4,835,268

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,887,819

営 業 利 益 947,449

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 59,460

業 務 代 行 収 入 4,800

雇 用 調 整 助 成 金 27,376

受 取 手 数 料 3,441

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,886

そ の 他 2,293 99,257

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,497

リ ー ス 解 約 損 1,750

そ の 他 1 8,249

経 常 利 益 1,038,458

税 引 前 当 期 純 利 益 1,038,458

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 260,247

法 人 税 等 調 整 額 △2,463 257,783

当 期 純 利 益 780,674

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 612,359 235,739 235,739 3,277,228 3,277,228 △370 4,124,956 4,124,956

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △47,194 △47,194 △47,194 △47,194

当 期 純 利 益 780,674 780,674 780,674 780,674

新 株 の 発 行 13,272 13,272 13,272 26,545 26,545

新株の発行(新株
予約権の行使）

90 90 90 180 180

自己株式の取得 △79 △79 △79

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 額 )

－ －

当 期 変 動 額 合 計 13,362 13,362 13,362 733,479 733,479 △79 760,125 760,125

当 期 末 残 高 625,721 249,102 249,102 4,010,708 4,010,708 △449 4,885,082 4,885,082

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

2021年５月17日

株式会社ベネフィットジャパン

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 木 　 勇 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池　田　哲　雄 ㊞
　監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ベネフィットジャパンの2020年４月１日
から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社ベネフィットジャパン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

連結計算書類に係る会計監査報告
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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独立監査人の監査報告書

2021年５月17日

株式会社ベネフィットジャパン

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 高 木 　 勇 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池　田　哲　雄 ㊞
　監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ベネフィットジャパンの2020年４
月１日から2021年３月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

計算書類に係る会計監査報告
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第25期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画に従い、取締役、
内部監査室その他の従業員と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の主要な部門において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、常勤監査役が子会社の監査役を兼務してお
り、子会社の取締役会に出席するほか、子会社の取締役等と意思疎通を図り、事業の報告を受けまし
た。

②取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子
会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための内部統制システムの運用状況を確認し、検証し
ました。なお、財務報告に係る内部統制については内部監査室及び太陽有限責任監査法人から両者の
協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受けました。

③会計監査人からは、事前に監査計画の説明を受け、協議を行うとともに、監査結果の報告をもとに意
見交換を行いました。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人から職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制を整備している旨の通知を受け必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。（財務報告に係る内部統制含む）

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月20日

株式会社ベネフィットジャパン　監査役会

常 勤 監 査 役 竹 井 一 茂 ㊞

監査役(社外監査役) 平 野 惠 稔 ㊞

監査役(社外監査役) 三 嶋 政 美 ㊞
　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

当社は事業拡大による企業価値の向上を最重要施策に位置付けるとともに、株主の皆様への利益還

元を重要な経営課題のひとつと考えております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開並びに経営基盤強化を踏まえたう

えで、以下のとおりといたしたいと存じます。

（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円　総額は47,344,096円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月24日
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現 行 定 款 変 更 案

（目的）

第２条　1.～23.（条文省略）

（新設）

　　　　24.前各号に付帯する一切の業務

（機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。

（1）取締役会

（2）監査役

（3）監査役会

（4）会計監査人

（自己の株式の取得）

第７条　当会社は、会社法第165条第2項の規定によ

り、取締役会の決議によって自己の株式を

取得することができる。

（目的）

第２条　1.～23.（現行どおり）

　　　　24.ロボット、IoT機器の販売

　　　　25. 前各号に付帯する一切の業務

（機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。

（1）取締役会

（2）監査等委員会

（3）会計監査人

（削除）

第２号議案 定款一部変更の件

１. 提案の理由

(１)当社の今後の事業展開および事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に

事業目的を追加するものであります。

(２)当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実という観点から、監査等委員会設置会社に

移行いたしたいと存じます。

　これに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員及び監査等委員会に関す

る規定の新設並びに監査役および監査役会に関する規定の削除等を行うものであります。

（３）また、資本政策及び配当政策の実施を機動的に行うことができるよう、剰余金の配当等を取

締役会の決議により行うことができる旨の変更を行うものであります。これに伴い、趣旨が重複

することとなる現行定款第７条を削除するものであります。

　なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発生するものとい

たします。

２. 変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

第８条～第18条（条文省略）

（員数）

第19条　当会社の取締役は、７名以内とする。

（新設）

（選任）

第20条　取締役は、株主総会において選任する。

2　取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の3分の1以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う。

3  取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする。

（新設）

（新設）

（任期）

第21条　取締役の任期は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時

第７条～第17条（現行どおり）

（員数）

第18条　当会社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）は、７名以内とする。

2　当会社の監査等委員である取締役は、５

名以内とする。

（選任）

第19条　取締役は、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会にお

いて選任する。

2　取締役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の3分の1以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う。

3　取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする。

4 法令に定める監査等委員である取締役の

員数を欠くことになる場合に備えて、定時

株主総会においてあらかじめ監査等委員で

ある取締役の補欠者を選任することができ

る。

（重要な業務執行の決定の委任）

第20条　取締役会は、会社法第399条の13第６項の規

定により、その決議によって重要な業務執

行（同条第５項各号に掲げる事項を除

く。）の決定の全部または一部を取締役に

委任することができる。

（任期）

第21条　取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の任期は、選任後１年以内に終了す
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現 行 定 款 変 更 案

株主総会の終結の時までとする。

2　増員または補欠として選任された取締役の任期

は、在任取締役の任期の満了すべき時まで

とする。

（新設）

（新設）

（取締役会の招集通知）

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役および各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があるときは、こ

の期間を短縮することができる。

2　取締役および監査役の全員の同意がある

ときは、招集の手続きを経ないで取締役会

を開催することができる。

（取締役会の議事録）

第26条　取締役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記

録し、出席した取締役および監査役がこれ

に記名押印または電子署名する。

（報酬等）

第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益

る事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。

（削除）

2 監査等委員である取締役の任期は、選任

後２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。

3 任期の満了前に辞退した監査等委員であ

る取締役の補欠として選任された監査等委

員である取締役の任期は、退任した監査等

委員である取締役の任期の満了する時まで

とする。

（取締役会の招集通知）

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３日前まで

に各取締役に対して発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を短縮する

ことができる。

2　取締役の全員の同意があるときは、招集

の手続きを経ないで取締役会を開催するこ

とができる。

（取締役会の議事録）

第26条　取締役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記

録し、出席した取締役がこれに記名押印ま

たは電子署名する。

（報酬等）

第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益
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現 行 定 款 変 更 案

は、株主総会の決議によって定める。

第５章　監査役および監査役会

（員数）

第31条　当会社の監査役は、５名以内とする。

（選任方法）

第32条　監査役は、株主総会において選任する。

2　監査役の選任決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の3分の1以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う。

3　当会社は、会社法第329条第３項の規定

に基づき、法令に定める監査役の員数を欠

くこととなる場合に備えて株主総会におい

て補欠監査役を選任することができる。

4　前項の補欠監査役の選任に係る決議が効

力を有する期間は、当該決議後４年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の開始の時までとする。

（任期）

第33条　監査役の任期は、選任後４年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。

2　任期の満了前に退任した監査役の補欠と

して選任された監査役の任期は、退任した

監査役の任期の満了する時までとする。

（常勤の監査役）

は、監査等委員である取締役とそれ以外の

取締役とを区別して、株主総会の決議によ

って定める。

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）
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現 行 定 款 変 更 案

第34条　監査役会は、その決議によって常勤の監査

役を選定する。

（監査役会の招集通知）

第35条　監査役会の招集通知は会日の３日前までに

各監査役に対して発する。ただし、緊急の

必要があるときは、その期間を短縮するこ

とができる。

2　監査役全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで監査役会を開催することが

できる。

（監査役会の決議方法）

第36条　監査役会の決議は、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、監査役の過半数をもって行

う。

（監査役会の議事録）

第37条　監査役会における議事の経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事項

については、これを議事録に記載または記

録し、出席した監査役がこれに記名押印ま

たは電子署名する。

（監査役会規則）

第38条　監査役会に関する事項は、法令または本定

款のほか、監査役会において定める監査役

会規則による。

（報酬等）

第39条　監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対

価として当会社から受ける財産上の利益

は、株主総会の決議によって定める。

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）

（削除）
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現 行 定 款 変 更 案

（監査役の責任免除）

第40条　当会社は、監査役（監査役であった者を含

む。）の会社法第423条第１項の責任につ

き、善意でかつ重大な過失がない場合は、

取締役会の決議によって、法令の定める限

度額の範囲内で、その責任を免除すること

ができる。

（監査役の責任限定契約）

第41条　当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、監査役との間に、任務を怠ったことに

よる損害賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契約に基づ

く責任の限度額は、法令が規定する額とす

る。

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（削除）

（削除）

第５章　監査等委員会

（監査等委員会の招集通知）

第31条　監査等委員会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査等委員に対して発する。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間を

短縮することができる。

2 監査等委員の全員の同意があるときは招

集の手続きを経ないで監査等委員会を開催

することができる。

（常勤の監査等委員）

第32条　監査等委員会は、その決議によって常勤の

監査等委員を選定することができる。

（監査等委員会の決議方法）

第33条　監査等委員会の決議は、議決に加わること

のできる監査等委員の過半数が出席し、出
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（新設）

（新設）

第42条～第44条　（条文省略）

（新設）

（剰余金の配当の基準日）

第45条　当会社の期末配当の基準日は、毎年3月31日

とする。

(新設)

2 前項のほか、基準日を定めて剰余金の配

当をすることができる。

（中間配当）

第46条　当会社は、取締役会の決議によって、毎年

９月30日を基準日として中間配当をするこ

とができる。

席した監査等委員の過半数をもって行う。

（監査等委員会の議事録）

第34条　監査等委員会における議事の経過の要領お

よびその結果並びにその他法令に定める事

項については、これを議事録に記載または

記録し、出席した監査等委員がこれに記名

押印または電子署名する。

（監査等委員会規則）

第35条　監査等委員会に関する事項は、法令または

本定款のほか、監査等委員会において定め

る監査等委員会規則による。

第36条～第38条　（現行どおり）

（剰余金の配当等）

第39条　当会社は、剰余金の配当等会社法459条第１

項各号に定める事項については，株主総会

の決議によらず取締役会の決議によって定

める。

（剰余金の配当の基準日）

第40条　当会社の期末配当の基準日は、毎年３月31

日とする。

2 当会社の中間配当基準日は、毎年９月30

日とする。

3 前項のほか、基準日を定めて剰余金の配

当をすることができる。

（削除）
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第47条　（条文省略）

（新設）

第41条　（現行どおり）

（附則）

（監査役の責任免除に関する経過措置）

当会社は、第25回定時株主総会終結前の行為に関す

る会社法第423条第１項所定の監査役（監査役であっ

た者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度にお

いて、取締役会の決議によって免除することができ

る。
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候補者

番　号

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する

当 社 の

株 式 数

１

さ

佐 
く

久 
ま

間 　　
ひろし

寛
（1966年２月20日）

1988年11月　株式会社エスピージャパン設立

　　　　　　代表取締役社長就任

1996年６月　当社設立　代表取締役社長就任（現

　　　　　　任）

2008年５月　株式会社ライフスタイルウォーター

　　　　　　代表取締役社長就任（現任）

2019年９月　株式会社モバイル・プランニング

　　　　　　取締役就任（現任）

1,406,500株

２

よし

吉  
もと

本　　
まさ

正  
と

人
（1975年８月11日）

1997年８月　当社入社

2000年４月　西日本地域部長

2001年６月　取締役就任

2003年４月　営業本部長兼東日本事業部長（現

　　　　　　任）

2010年６月　常務取締役就任（現任）

2019年９月　株式会社モバイル・プランニング

　　　　　　取締役就任（現任）

74,681株

３

まつ

松  
した

下　　
まさ

正  
のり

則
（1976年11月30日）

2000年１月　当社入社

2006年４月　管理本部次長

2010年６月　取締役就任（現任）　管理本部長

2014年10月　株式会社ライフスタイルウォーター

　　　　　　取締役就任（現任）

2015年10月　管理本部長兼総務部長（現任）

2019年９月　株式会社モバイル・プランニング

　　　　　　取締役就任（現任）

8,425株

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置

会社に移行し、取締役全員（５名）は、定款変更の効力発生の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）６名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を

生じるものといたします。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番　号

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する

当 社 の

株 式 数

４

は

長 
せ

谷 
がわ

川　
なお

直  
ふみ

文
（1977年10月13日）

1999年８月　当社入社

2004年４月　新商品開発課長

2009年４月　営業本部次長

2011年６月　取締役就任（現任）

2015年３月　営業本部西日本事業部長（現任）

2020年４月　株式会社ライフスタイルウォーター

　　　　　　取締役就任（現任）

7,993株

５

※

きた

北

 

 

 

 
なる

鳴　　
やす

保

 

 

 

 
ひろ

宏
（1967年７月13日）

1990年４月　関西フェルトファブリック株式会社

　　　　　　入社

1994年５月　三井物産情報通信株式会社（現：株式

　　　　　　会社ティーガイア）入社

2001年４月　アメリカン・エキスプレス・インター

　　　　　　ナショナル・インコーポレイテッド

　　　　　　入社

2002年11月　クラビット株式会社（現：ブロード

　　　　　　メディア株式会社）入社

2005年10月　ソフトバンクBB株式会社（現：ソフト

　　　　　　バンク株式会社）転籍　部長

2019年４月　同社　執行役員副本部長

2020年７月　当社入社　事業戦略室長

2021年４月　CRM本部長（現任）

－株
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候補者

番　号

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する

当 社 の

株 式 数

６

よし

吉  
だ

田　　
のり

憲  
まさ

正
（1944年４月８日）

1968年４月　株式会社三和銀行（現株式会社三菱

　　　　　　ＵＦＪ銀行）入行

1998年６月　同行　常務取締役業務本部長

1999年５月　同行　代表取締役専務リテールカン

　　　　　　パニー長

2001年６月　株式会社泉州銀行（現株式会社池田

　　　　　　泉州銀行）代表取締役頭取

2009年10月　同行　代表取締役会長

2012年６月　同行　特別顧問

2014年６月　同行　特別顧問退任

2016年６月　当社社外取締役就任（現任）

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

吉田憲正氏を社外取締役候補者とした理由は、他社の代表取締役または取締役を歴任し培わ

れた企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、有益なご意見やご指摘をい

ただけると期待したためであります。これらの経験や知見を活かし、経営を監視いただくと

ともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレートガバナンス強化に寄与し

ていただくべく、社外取締役候補者として選定しました。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　３．吉田憲正氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．当社は、吉田憲正氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第

425条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との当

該契約を継続する予定であります。

　　　５．吉田憲正氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会

終結の時をもって５年となります。

　　　６．当社は、吉田憲正氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏の

再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

　　　７．当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負

うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険

契約により塡補することとしております。全ての取締役候補者が選任された場合には、各氏は当

該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予

定しております。なお、当該契約の保険料は全額当社が負担しております。

－ 48 －



候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

　　（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当 社 の

株 式 数

１

たけ

竹  
い

井　　
かず

一  
も

茂

（1949年４月27日）

1973年４月　株式会社三和銀行（現株式会社三菱

　　　　　　ＵＦＪ銀行）入行

1998年２月　同　長田支店長

2000年２月　同　神戸地区営業部長

2000年10月　株式会社システムディベロップメン

　　　　　　ト（現株式会社ＮＳＤ）総務部長

2004年６月　同　取締役就任　総務部長

2006年７月　同　執行役員調査企画部長

2007年４月　ＮＳＤビジネスサービス株式会社

　　　　　　代表取締役社長就任

2008年８月　株式会社システムディベロップメン

　　　　　　ト（現株式会社ＮＳＤ）ＢＣＭ部調

　　　　　　査役

2009年２月　同　ＢＣＭ部部長

2010年２月　独立行政法人日本万国博覧会記念機

　　　　　　構理事就任

2014年６月　当社常勤監査役就任（現任）

2014年10月　株式会社ライフスタイルウォーター

　　　　　　監査役就任（現任）

2019年９月　株式会社モバイル・プランニング監

　　　　　　査役就任（現任）

－株

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会

社に移行いたします。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効力を生

じるものといたします。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　　　　　名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 ､ 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

　　（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する

当 社 の

株 式 数

２

ひら

平  
の

野　　
しげ

惠  
とし

稔

（1963年５月９日）

1989年４月　弁護士登録・大江橋法律事務所入所

1995年７月　同　パートナー就任（現任）

2014年６月　当社監査役就任（現任）

2020年５月　株式会社パルグループホールディン

　　　　　　グス社外監査役就任（現任）

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

平野惠稔氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士として培われた専門性の高い知識・経

験等を有しており、引き続きこれらを当社の監査に反映していただけるとともに、当社経営

に対し有益なご意見やご指摘をいただくことを期待したためであります。

なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり

ませんが、上記の理由により、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行する

ことができるものと判断しております。

３

み

三  
しま

嶋　　
まさ

政  
み

美

（1966年12月29日）

1994年11月　株式会社関総研入社

1999年１月　大和監査法人（現監査法人彌栄会計

　　　　　　社）入社

2001年８月　監査法人彌栄会計社　パートナー

　　　　　　就任

2001年10月　公認会計士・税理士三嶋事務所

　　　　　　代表就任

2012年６月　燦キャピタルマネージメント株式会

　　　　　　社監査役就任

2014年６月　当社監査役就任（現任）

2016年７月　税理士法人ＣＲＯＳＳＲＯＡＤ

　　　　　　代表社員就任（現任）

2019年３月　株式会社ダイレクトマーケティング

　　　　　　ミックス社外取締役就任（現任）

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】

三嶋政美氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士として培われた専門性の高い知

識・経験等を有しており今後も外部の観点から取締役会の監督機能の強化に寄与することを

期待したためであります。引き続きこれらを当社の監査に反映していただけるとともに、当

社経営に対し有益なご意見やご指摘をいただけるものと判断したためであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．平野惠稔氏及び三嶋政美氏は、社外取締役候補者であります。
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　　　３．当社は、平野惠稔氏及び三嶋政美氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

同法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏の監査等委員である取締役としての選

任が承認された場合は、あらためて同内容の当該契約を締結する予定であります。

　　　４．平野惠稔氏及び三嶋政美氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって７年となります。

　　　５．当社は、平野惠稔氏及び三嶋政美氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。両氏の選任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

　　　６．当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員賠償責任保険契約を保

険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うことまた

は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補

することとしております。全ての取締役候補者が選任された場合には、各氏は当該保険契約の被保険

者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。なお、

当該契約の保険料は全額当社が負担しております。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置

会社に移行いたします。

　当社の取締役の報酬額は、2015年11月18日開催の臨時株主総会において、年額300百万円以内とご

承認いただき今日に至っておりますが、監査等委員会設置会社への移行に伴い、これを廃止したう

えで新たに取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額を定めることとし、年額300百万円

以内（うち社外取締役分年額30百万円以内）とさせていただきたいと存じます。

　本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数及び今後の動向等

を総合的に勘案しつつ、取締役会で決定しており、相当であるものと判断しております。

　また、当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は事業報告「２．（3）④取締役及び

監査役の報酬等」（16頁から17頁）に記載のとおりであります。

当該報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。現在

の取締役は５名（うち社外取締役１名）であり、本議案に係る取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」及び第３号議案「取締役（監査等委員である

取締役を除く。）６名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、６名（うち社外取締役１名）

となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、

効力を生じるものといたします。
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第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会

社に移行いたします。

　つきましては、監査等委員である取締役の報酬額を年額30百万円以内とすること、及び各監査等委

員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議による

ものとさせていただきたいと存じます。

　本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数及び今後の動向等を

総合的に勘案して決定したものであり、相当であるものと判断しております。

　本議案に係る監査等委員である取締役の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」及び第４号議案

「監査等委員である取締役３名選任の件」が原案どおり承認可決されますと３名となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、効

力を生じるものといたします。
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第７号議案 取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の

　　　 　　付与のための報酬等決定の件

　当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、取締役に企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブを与えるとともに、取締役による長期安定的な株式保有の促進と、株主の皆様との一層の価

値共有を進めることを目的として、2018年６月26日開催の第22回定時株主総会において、当社の取

締役（社外取締役を除く。）を対象に取締役の報酬等の額（年額300百万円以内）とは別枠で、譲

渡制限付株式の付与のための報酬を支給することについてご承認をいただいておりますが、第２号

議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社に移行いたし

ます。

　つきましては、今後も移行前と同様に、第５号議案「取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の報酬等の額決定の件」でご承認をいただく予定の報酬額（年額300百万円以内）とは別枠

にて、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に

対して譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することについてご承認をお願いいたしたいと存

じます。

　本株式報酬制度は、対象取締役の報酬と業績との連動性を高め、中長期的な業績目標の達成と企

業価値向上に資するため、各対象取締役の職責や業績への貢献度を考慮して決定するものであるこ

とから、相当であると考えております。

　本議案に基づき対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、

上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額50百万円以内とさせていただきたいと存じ

ます。また、各対象取締役への具体的な配分については、取締役会において決定することといたし

ます。

　本議案に係る対象取締役の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」及び第３号議案「取締役

（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、５名とな

ります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、

効力を生じるものといたします。

　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭報酬債権の全部を

現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行または処分を受けるものとし、これによ

り発行または処分をされる当社の普通株式の総数は年50千株以内（ただし、本議案が承認可決され

た日以降、当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）または株式併合が

行われた場合その他譲渡制限付株式として発行または処分をされる当社の普通株式の総数の調整が

必要な事由が生じた場合には、当該総数を合理的な範囲で調整する。）とし、その１株当たりの払

込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値
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（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締

役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決定します。また、これによる当社の普通株式

の発行または処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割

当契約（以下「本割当契約」という。）を締結するものとします。

（１）対象取締役は、３年間から10年間までの間で当社の取締役会が定める期間（以下「譲渡制限

期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」とい

う。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」とい

う。）。

（２）対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失し

た場合には、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に

無償で取得する。

（３）上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続して、当社

の取締役その他当社取締役会で定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につい

て、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、対象取締役が、上記

（２）に定める当社の取締役会が正当と認める理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記

（２）に定める地位を喪失した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除

する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

（４）当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記（３）の定めに基づき譲渡制限が解除さ

れていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（５）上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契

約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が

当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合にお

いては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の

開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につい

て、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

（６）上記（５）に規定する場合においては、当社は、上記（５）の定めに基づき譲渡制限が解除

された直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（７）本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約改定の方法その他取締役会で定め

る事項を本割当契約の内容とする。

以　上
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［交通のご案内］
・地下鉄堺筋線北浜駅下車 １Ｂ出口（地下道直結）
・京阪本線北浜駅下車 27号出口（地下道直結）
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